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(57)【要約】
【課題】ユーザが装着型端末を装着していないことを適
切に通知できるようにする。
【解決手段】携帯電話網Ｎを介して通信端末２と通信を
行う、ユーザに装着可能な携帯端末１は、ユーザに装着
されているか否かを検知する検知部１５３と、検知部１
５３によってユーザに装着されていないと検知された場
合には、通信端末２に通知を行う通知部１５５と、を備
える。
【選択図】図５
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　通信網を介して通信端末と通信を行う、ユーザに装着可能な装着型端末であって、
　前記ユーザに装着されているか否かを検知する検知部と、
　前記検知部によって前記ユーザに装着されていないと検知された場合には、前記通信端
末に通知を行う通知部と、
　を備える装着型端末。
【請求項２】
　前記検知部によって前記ユーザに装着されていないと検知された場合に、位置情報を取
得する取得部を更に備え、
　前記通知部は、前記取得部が取得した前記位置情報を前記通信端末に送信する、
　請求項１に記載の装着型端末。
【請求項３】
　前記通知部は、前記位置情報と共に、前記ユーザに装着されていない旨のメッセージを
前記通信端末に送信する、
　請求項２に記載の装着型端末。
【請求項４】
　前記通知部は、前記通信端末からの要求に応じた動作モードを実行中に所定時間前記ユ
ーザに装着されていないと検知された場合には、前記通知を行う、
　請求項１から３のいずれか１項に記載の装着型端末。
【請求項５】
　前記通知部は、前記ユーザに装着されていないと検知され、かつ前記通信端末からの電
話着信があった場合には、前記通知を行う、
　請求項１から３のいずれか１項に記載の装着型端末。
【請求項６】
　前記通知部は、前記ユーザに装着されていないと検知され、かつ前記通信端末からメッ
セージを受信した場合には、前記通知を行う、
　請求項１から３のいずれか１項に記載の装着型端末。
【請求項７】
　前記通信端末からメッセージを受信してから所定期間経過するまで前記メッセージが未
読状態である場合に、報知を行う報知部を更に備え、
　前記報知部は、前記検知部によって前記ユーザに装着されていないと検知された場合に
は、前記報知を中止する、
　請求項１から３のいずれか１項に記載の装着型端末。
【請求項８】
　前記通知部は、前記メッセージが未読状態である旨のメッセージを前記通信端末に送信
する、
　請求項７に記載の装着型端末。
【請求項９】
　前記通知部が前記通知を行ってから所定時間経過しても前記検知部によって前記ユーザ
に装着されていないと検知された場合に、位置情報を取得する取得部を更に備え、
　前記通知部は、前記取得部が取得した前記位置情報を前記通信端末に送信する、
　請求項１から８のいずれか１項に記載の装着型端末。
【請求項１０】
　前記通信端末と近距離通信が可能な通信部を更に備え、
　前記通知部は、前記通信部が前記通信端末との間で前記近距離通信が不通になった場合
に、前記ユーザに装着されていない旨のメッセージを前記通信端末に送信する、
　請求項１に記載の装着型端末。
【請求項１１】
　前記装着型端末は、ユーザの腕に装着される腕時計型端末である、
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　請求項１から１０のいずれか１項に記載の装着型端末。
【請求項１２】
　装着型端末がユーザに装着されているか否かを検知するステップと、
　前記ユーザに装着されていないと検知された場合には、通信網を介して通信端末に通知
を行うステップと、
　を備える通知方法。
【請求項１３】
　装着型端末が有するコンピュータに、
　前記装着型端末がユーザに装着されているか否かを検知するステップと、
　前記ユーザに装着されていないと検知された場合には、通信網を介して通信端末に通知
を行うステップと、
　を実行させるためのプログラム。
 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、装着型端末、通知方法及びプログラムに関する。
【背景技術】
【０００２】
　子供を狙った犯罪が発生する中、子供から離れた位置にいる親が子供の状態を把握した
いというニーズが高まっている。離れた位置にいる子供の状態を親が把握するための方法
として、例えば特許文献１には、親の携帯端末からの指示に応じて、子供の携帯端末が、
周辺の画像、周辺の音、又は子供の位置等の情報を親の携帯端末に送信する方法が開示さ
れている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２００５－６４８８５号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　ところで、子供の携帯端末として子供の腕等に装着する装着型端末が提案されている。
かかる装着型端末は、腕に装着された状態で親の携帯端末との間で情報を送受信する。
　しかし、装着型端末が子供の腕から取り外されて放置等された場合には、子供が装着型
端末から離れるため子供の正確な位置等を親の携帯端末に送信できず、親が子供の状態を
適切に把握できない恐れがある。
【０００５】
　そこで、本発明はこれらの点に鑑みてなされたものであり、ユーザが装着型端末を装着
していないことを適切に通知できるようにすることを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明の第１の態様においては、通信網を介して通信端末と通信を行う、ユーザに装着
可能な装着型端末であって、前記ユーザに装着されているか否かを検知する検知部と、前
記検知部によって前記ユーザに装着されていないと検知された場合には、前記通信端末に
通知を行う通知部と、を備える装着型端末を提供する。
【０００７】
　また、前記装着型端末は、前記検知部によって前記ユーザに装着されていないと検知さ
れた場合に、位置情報を取得する取得部を更に備え、前記通知部は、前記取得部が取得し
た前記位置情報を前記通信端末に送信することとしてもよい。
【０００８】
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　また、前記通知部は、前記位置情報と共に、前記ユーザに装着されていない旨のメッセ
ージを前記通信端末に送信することとしてもよい。
【０００９】
　また、前記通知部は、前記通信端末からの要求に応じた動作モードを実行中に所定時間
前記ユーザに装着されていないと検知された場合には、前記通知を行うこととしてもよい
。
【００１０】
　また、前記通知部は、前記ユーザに装着されていないと検知され、かつ前記通信端末か
らの電話着信があった場合には、前記通知を行うこととしてもよい。
【００１１】
　また、前記通知部は、前記ユーザに装着されていないと検知され、かつ前記通信端末か
らメッセージを受信した場合には、前記通知を行うこととしてもよい。
【００１２】
　また、前記装着型端末は、前記通信端末からメッセージを受信してから所定期間経過す
るまで前記メッセージが未読状態である場合に、報知を行う報知部を更に備え、前記報知
部は、前記検知部によって前記ユーザに装着されていないと検知された場合には、前記報
知を中止することとしてもよい。
【００１３】
　また、前記通知部は、前記メッセージが未読状態である旨のメッセージを前記通信端末
に送信することとしてもよい。
【００１４】
　また、前記装着型端末は、前記通知部が前記通知を行ってから所定時間経過しても前記
検知部によって前記ユーザに装着されていないと検知された場合に、位置情報を取得する
取得部を更に備え、前記通知部は、前記取得部が取得した前記位置情報を前記通信端末に
送信することとしてもよい。
　また、前記装着型端末は、前記通信端末と近距離通信が可能な通信部を更に備え、前記
通知部は、前記通信部が前記通信端末との間で前記近距離通信が不通になった場合に、前
記ユーザに装着されていない旨のメッセージを前記通信端末に送信することとしてもよい
。
　また、前記装着型端末は、ユーザの腕に装着される腕時計型端末であることとしてもよ
い。
【００１５】
　本発明の第２の態様においては、装着型端末がユーザに装着されているか否かを検知す
るステップと、前記ユーザに装着されていないと検知された場合には、通信網を介して通
信端末に通知を行うステップと、を備える通知方法を提供する。
【００１６】
　本発明の第３の態様においては、装着型端末が有するコンピュータに、前記装着型端末
がユーザに装着されているか否かを検知するステップと、前記ユーザに装着されていない
と検知された場合には、通信網を介して通信端末に通知を行うステップと、を実行させる
ためのプログラムを提供する。
【発明の効果】
【００１７】
　本発明によれば、ユーザが装着型端末を装着していないことを適切に通知できるという
効果を奏する。
【図面の簡単な説明】
【００１８】
【図１】本発明の第１の実施形態に係る通信システムＳの構成の一例を示す概略図である
。
【図２】携帯端末１の表示部１２の表示例を示す図である。
【図３】通信端末２のモード選択画面の一例を示す図である。
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【図４】通信端末２の通知画面の一例を示す図である。
【図５】携帯端末１の機能構成の一例を示すブロック図である。
【図６】携帯端末１が装着された腕を動かしている状態を示す図である。
【図７】通信端末２への通知処理の一例を説明するためのフローチャートである。
【図８】第２の実施形態に係る携帯端末１の機能構成の一例を示すブロック図である。
【図９】第３の実施形態に係る通信端末２と携帯端末１の間の近距離通信を説明するため
の図である。
【図１０】第３の実施形態に係る通信端末２の機能構成の一例を示すブロック図である。
【発明を実施するための形態】
【００１９】
　＜第１の実施形態＞
　［通信システムの概要］
　図１を参照しながら、本発明の第１の実施形態に係る通信システムの概要について説明
する。
【００２０】
　図１は、第１の実施形態に係る通信システムＳの構成の一例を示す概略図である。図１
に示すように、通信システムＳは、携帯端末１と、通信網である携帯電話網Ｎを介して携
帯端末１と通信可能な通信端末２とを有する。
【００２１】
　携帯端末１は、子供によって使用される装着型端末である。具体的には、携帯端末１は
、子供の腕（具体的には手首）に装着される腕時計型端末である。携帯端末１は、表示画
面及びタッチパネルが重畳された表示部１２と、携帯端末１を手首に固定するためのベル
ト１８とを有する。子供は、手首に携帯端末１が装着された腕を適宜回転や上下動しなが
ら、表示部１２の表示画面を見たり、タッチパネルを介して入力操作を行ったりする。携
帯端末１は、単独で携帯電話の機能を有しており、子供は、携帯端末１を用いて通話をし
たりメールを送受信したりすることができる。
【００２２】
　図２は、携帯端末１の表示部１２の表示例を示す図である。図２（ａ）は、表示部１２
に時計が表示された状態を示している。ユーザである子供が表示部１２にタッチすると、
図２（ｂ）に示すメニュー画面に遷移する。子供は、メニュー画面に表示された複数の項
目の中から、処理を実行させたい項目を選択可能である。
　例えば、携帯端末１は、子供がメニュー画面の電話を選択すると電話を発信するための
画面（図２（ｃ））に切り替え、ウォッチを選択するとタイマー等の時間に関する機能を
起動するための画面（図２（ｄ））に切り替える。また、携帯端末１は、子供がメニュー
画面のメールを選択するとメッセージをメール送信するための画面（図２（ｅ））に切り
替え、履歴を選択すると操作履歴を表示する画面（図２（ｆ））に切り替える。
【００２３】
　図１に戻り、通信端末２は、携帯端末１のユーザである子供の親によって使用される端
末である。通信端末２は、例えばスマートフォン、携帯電話及びコンピュータ等のように
通信機能を有する任意の端末であり、携帯電話網Ｎを介して携帯端末１との間で情報を送
受信する。通信端末２では、親が携帯端末１と連携して動作を実行するモードを選択可能
である。
【００２４】
　図３は、通信端末２のモード選択画面の一例を示す図である。図３に示すモード選択画
面では、見守りモード、お出かけモードを選択可能である。
　見守りモードは、携帯端末１のユーザである子供の位置や移動状態を追跡するモードで
ある。見守りモードを選択することで、通信端末２は、携帯端末１から通知された子供の
位置や移動状態を表示部に表示できる。例えば、子供が所定場所（例えば学校や塾）に到
着したり所定場所から出発したりすると、携帯端末１から位置情報等が通信端末２へ通知
される。これにより、親は、子供の位置や移動状態を見守ることができる。
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【００２５】
　お出かけモードは、例えば親と子供が一緒に出かけた際に子供が迷子になることを防止
するために、子供（携帯端末１）が親（通信端末２）から所定距離以上離れると、携帯端
末１の位置情報等が携帯端末１から通信端末２へ通知される。これにより、親は、迷子に
なった子供の位置等を容易に把握できる。
　通信端末２では、見守りモード及びお出かけモードに限定されず、携帯端末１に対する
様々なモードを選択可能である。
【００２６】
　本実施形態に係る携帯端末１は、詳細は後述するが、携帯端末１が子供に装着されてい
ないと検知された場合には、通信端末２に通知を行う。例えば、携帯端末１は、携帯端末
１が子供に装着されていない旨のメッセージを通信端末２に送信したり、携帯端末１の位
置情報を通信端末２に送信したりする。すると、通信端末２は、携帯端末１からの通知に
対応する通知画面を表示させる。
【００２７】
　図４は、通信端末２の通知画面の一例を示す図である。図４に示す通知画面では、携帯
端末１が子供に装着されていない旨のメッセージＭが表示されている。また、通知画面に
は、子供の位置Ｐも表示されている。これにより、通知を受けた親は、通知画面を見るこ
とで、携帯端末１が子供に装着されていないことを容易に把握できる。また、通知される
位置情報は、携帯端末１が装着されていない子供の位置をほぼ示しているので、親は子供
の位置を把握できる。この結果、親は、子供がメールや電話着信に応答できないと判断し
、子供の位置を勘案した善後策（例えば、子供の近くにいる知人に子供への伝言を依頼す
る）を講じやすくなる。
【００２８】
　［携帯端末の詳細構成］
　図５を参照しながら、ユーザが子供である携帯端末１の詳細構成の一例について説明す
る。
【００２９】
　図５は、携帯端末１の機能構成の一例を示すブロック図である。図５に示すように、携
帯端末１は、通信ＩＦ部１１と、表示部１２と、検出センサ１３と、記憶部１４と、制御
部１５とを有する。
【００３０】
　通信ＩＦ部１１は、携帯電話網Ｎ（図１）と接続するための無線通信インターフェイス
である。通信ＩＦ部１１は、例えば変復調回路、高周波回路及びアンテナを含む。通信Ｉ
Ｆ部１１は、携帯電話網Ｎを介して通信端末２との間で情報の送受信を行ったり、通話を
行ったりする。
【００３１】
　表示部１２は、例えば液晶ディスプレイである。表示部１２は、制御部１５の制御によ
り、図２に示した各種画面を表示することができる。表示部１２は、液晶ディスプレイを
照らすバックライトを含んでもよい。
【００３２】
　検出センサ１３は、携帯端末１の位置を検出したり、携帯端末１が子供に装着されてい
るか否かを検出したりするセンサである。検出センサ１３は、例えばＧＰＳ（Global Pos
itioning System）から緯度・経度情報を取得する位置センサ、及び加速度センサを有す
る。
　検出センサ１３は、位置センサがＧＰＳから取得した緯度・経度情報に基づいて、携帯
端末１の位置を検出する。また、検出センサ１３は、例えば３軸方向の成分を検出可能な
加速度センサが取得したユーザ（携帯端末１）の動き等に基づいて、携帯端末１が子供の
腕に装着されているか否かを検出する。
【００３３】
　図６は、子供が、携帯端末１が装着された腕を動かしている状態を示す図である。携帯
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端末１が腕に装着されている場合には、図６に示すように腕が上下動したり回転したりす
ることに伴い、加速度センサの出力値が大きくなる。一方で、携帯端末１が装着されずに
机上等に放置されている場合には、加速度センサの出力値がゼロとなる。このため、加速
度センサの出力値を見ることで、携帯端末１が腕に装着されているか否かを判定できる。
検出センサ１３は、検出結果を制御部１５へ出力する。
【００３４】
　なお、検出センサ１３は、加速度センサに加えて又は加速度センサの代わりに、腕の温
度を検出可能な温度センサを有してもよい。これにより、温度センサが腕の温度を検出し
た場合には、携帯端末１が腕に装着されていると判定できる。
【００３５】
　図５に戻り、記憶部１４は、不揮発性メモリ（例えばＲＯＭ）及び揮発性メモリ（例え
ばＲＡＭ）を含む。記憶部１４は、制御部１５により実行されるプログラムや、携帯端末
１の位置情報及び携帯端末１が子供の腕に装着されているか否かの情報を記憶している。
また、記憶部１４は、制御部１５がプログラムを実行することにより生成する各種のデー
タを一時的に記憶している。
【００３６】
　制御部１５は、例えばＣＰＵである。制御部１５は、記憶部１４に記憶されたプログラ
ムを実行することにより、携帯端末１の各部を制御する。制御部１５は、図５に示すよう
に、受信部１５１と、モード実行部１５２と、検知部１５３と、取得部１５４と、通知部
１５５とを有する。
【００３７】
　受信部１５１は、通信ＩＦ部１１を介して通信端末２から情報を受信する。例えば、受
信部１５１は、通信端末２から、携帯端末１の所定の動作モードの実行指示を受信する。
具体的には、受信部１５１は、通信端末２で例えば図３に示す見守りモードやお出かけモ
ードが選択されると、選択したモードに対応する動作モードの実行指示を受信する。受信
部１５１は、受信した実行指示をモード実行部１５２に出力する。なお、受信部１５１は
、図示しない外部サーバから地図情報等を受信してもよい。
【００３８】
　モード実行部１５２は、受信部１５１が受信した実行指示を受けて、通信端末２で選択
されたモードに対応する動作モードを開始させる。例えば、モード実行部１５２は、通信
端末２で見守りモードが選択されると、見守りモードに対応した子供の移動状態を追跡し
て通信端末２に情報を通知する動作モードを開始する。
【００３９】
　検知部１５３は、携帯端末１が子供（具体的には腕）に装着されているか否かを検知す
る。例えば、検知部１５３は、検出センサ１３（具体的には加速度センサや温度センサ）
が検出した結果により、携帯端末１が腕に装着されているか否かを検知する。具体的には
、検知部１５３は、加速度センサの出力値が所定閾値よりも大きくなっている場合や、出
力値が所定期間以上変化している場合には、携帯端末１が腕に装着されていると判定する
。検知部１５３は、検知結果を取得部１５４に出力する。
【００４０】
　取得部１５４は、検知部１５３によって携帯端末１が腕に装着されていないと検知され
た場合に、携帯端末１の位置情報を取得する。例えば、取得部１５４は、検出センサ１３
（具体的には位置センサ）から、位置センサが検出した位置情報を取得する。取得部１５
４は、取得した位置情報を通知部１５５に出力する。
【００４１】
　通知部１５５は、検知部１５３によって携帯端末１が腕に装着されていないと検知され
た場合には、通信端末２に携帯端末１の状態に関する通知を行う。例えば、通知部１５５
は、取得部１５４が取得した位置情報を通信端末２に送信する。また、通知部１５５は、
取得部１５４が取得した位置情報と共に、携帯端末１が腕に装着されていない旨のメッセ
ージを通信端末２に送信してもよい。なお、通知部１５５は、位置情報を送信せずに、携
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帯端末１が腕に装着されていない旨のメッセージを通信端末２に送信してもよい。
【００４２】
　通知部１５５が通信端末２に通知を行うと、通信端末２は、例えば前述した図４に示す
通知画面を表示する。すなわち、通信端末２は、携帯端末１が腕から外れている旨のメッ
セージと、子供の位置とを表示する。これにより、通信端末２のユーザである親は、携帯
端末１が子供の腕に装着されていないことを把握できると共に、携帯端末１を装着してい
ない子供の位置も把握できる。
【００４３】
　本実施形態において、通知部１５５は、通信端末２からの要求に応じた動作モード（具
体的には、親が通信端末２で選択した見守りモードに対応した動作モード）を実行中に所
定時間携帯端末１が腕に装着されていないと検知された場合に、通信端末２に通知を行う
。すなわち、携帯端末１は、通信端末２からの要求があった場合に、通知を行うことにな
る。これにより、通信端末２に不要な通知がされることを防止できる。
【００４４】
　通知部１５５は、携帯端末１が腕に装着されていないと検知され、かつ通信端末２から
の電話着信があった場合に、通信端末２に通知を行ってもよい。同様に、通知部１５５は
、携帯端末１が腕に装着されていないと検知され、かつ通信端末２からメッセージ（メー
ル）を受信した場合に、通信端末２に通知を行ってもよい。携帯端末１が腕に装着されて
いない場合には、子供は、通信端末２からの電話着信やメッセージに対応できない可能性
が高いと想定される。このため、通信端末２に通知を行うことで、通信端末２のユーザで
ある親は、子供が電話着信やメッセージに対応できない理由を把握できる。
【００４５】
　また、通知部１５５は、通信端末２から受信したメッセージが未読状態である旨のメッ
セージを通信端末２に送信してもよい。これにより、通信端末２のユーザである親は、携
帯端末１が腕に装着されていないためメッセージが未読状態であることを把握でき、その
上で他の善後策を講じやすくなる。
【００４６】
　なお、上記では、携帯端末１が子供の手首に装着される時計型端末であることとしたが
、これに限定されない。例えば、携帯端末１は、紐等を介して子供の首に着ける装着型端
末であってもよい。かかる装着型端末においても、子供が装着型端末を着けた状態で動く
と加速度センサの出力値が大きいので、装着型端末が子供に装着されているか否かを判定
できる。このように、携帯端末１として様々な形態のウェアラブル端末が適用可能である
。
【００４７】
　［通信端末への通知処理］
　図７を参照しながら、携帯端末１が子供の腕に装着されていないと検知された際の通信
端末２への通知処理について説明する。通信端末２への通知処理は、携帯端末１の制御部
１５が記憶部１４に記憶されたプログラムを実行することで実現される。なお、当該プロ
グラムは、外部サーバからダウンロードされたものであってもよい。
【００４８】
　図７は、通信端末２への通知処理の一例を説明するためのフローチャートである。本フ
ローチャートは、子供の親が、通信端末２で所定の動作モード（見守りモードやお出かけ
モード）を選択したところから開始される。
【００４９】
　親が所定の動作モードを選択すると、携帯端末１の受信部１５１は、携帯電話網Ｎを介
して通信端末２から所定の動作モード（ここでは、見守りモードであるものとする）の実
行指示を受信する（ステップＳ１０２）。すると、モード実行部１５２は、見守りモード
に対応した動作を開始させる。例えば、検出センサ１３による検出が開始される。
【００５０】
　次に、検知部１５３は、検出センサ１３の検出結果に基づいて、携帯端末１が子供の腕
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に装着されているか否かを検知する（ステップＳ１０４）。そして、ステップＳ１０４で
携帯端末１が腕に装着されていると検知された場合には（Ｎｏ）、制御部１５は、検出セ
ンサ１３による検出を継続させる。
【００５１】
　ステップＳ１０４で携帯端末１が腕に装着されていないと検知された場合には（Ｙｅｓ
）、取得部１５４は、携帯端末１の位置情報を取得する（ステップＳ１０６）。例えば、
取得部１５４は、検出センサ１３（具体的には位置センサ）から、位置センサが検出した
位置情報を取得する。
【００５２】
　次に、通知部１５５は、通信端末２に通知する（ステップＳ１０８）。具体的には、通
知部１５５は、ステップＳ１０６で取得した位置情報と、携帯端末１が腕に装着されてい
ない旨のメッセージとを、通信端末２に送信する。通信端末２は、携帯端末１からの通知
を受けて、例えば図４に示すような通知画面を表示する。
【００５３】
　通信端末２への通知後、制御部１５は、上述したステップＳ１０４～Ｓ１０８の動作を
繰り返す。一方で、親が通信端末２で選択した動作モードを解除すると（ステップＳ１１
０：Ｙｅｓ）、本処理が終了する。
【００５４】
　なお、上記では、通信端末２は、子供の腕に携帯端末１が装着されていないと検知され
ると、携帯端末１からの通知に対応した通知画面を表示することとしたが、これに限定さ
れない。例えば、通信端末２は、携帯端末１からの通知に基づいて音声を出力したり、通
信端末２を振動させたりして、親に報知してもよい。
　また、通信端末２が画面や音声で携帯端末１が装着されていることを報知した後、所定
時間経過しても携帯端末１が装着されていないと検知される場合には、携帯端末１は、位
置情報を取得し、取得した位置情報を通信端末２に順次送信してもよい。かかる場合には
、携帯端末１が腕に装着されるまで、位置情報が通信端末２に送信されることになる。
【００５５】
　また、上記では、見守りモードの実行中の通信端末２への通知について説明したが、こ
れに限定されない。例えば、お出かけモードの実行中に迷子になった子供の腕から携帯端
末１が外されたと検知された場合に、携帯端末１が通信端末２に通知することとしてもよ
い。
　具体的には、お出かけモード時には、携帯端末１は、通信端末２との間でBluetooth（
登録商標）等の近距離通信を行う。そして、子供が親から離れて端末間の近距離通信が不
通になった場合には、通知部１５５は、子供の腕から携帯端末１が外されたと推定し、そ
の旨を通信端末２に通知する。
【００５６】
　［第１の実施形態における効果］
　以上の通り、第１の実施形態に係る携帯端末１は、携帯端末１が子供の腕に装着されて
いないと検知された場合には、通信端末２に通知を行う。例えば、携帯端末１は、携帯端
末１が腕に装着されていない旨のメッセージを通信端末２に送信したり、携帯端末１の位
置情報を通信端末２に送信したりする。
【００５７】
　これにより、通信端末２のユーザである親は、子供の腕から携帯端末１が外された場合
に携帯端末１から通知を受けることで、携帯端末１が腕に装着されていないことを把握で
きる。また、通知される位置情報は、携帯端末１が装着されていない子供の位置をほぼ示
しているので、親は子供の位置も把握できる。この結果、親は、子供がメールや電話着信
に応答できないと判断し、子供の位置を勘案した善後策（例えば、子供の近くにいる知人
に子供への伝言を依頼する）を講じやすくなる。
【００５８】
　＜第２の実施形態＞
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　図８を参照しながら、第２の実施形態について説明する。
　図８は、第２の実施形態に係る携帯端末１の機能構成の一例を示すブロック図である。
第２の実施形態に係る携帯端末１は、第１の実施形態の構成（図５参照）に加えて、報知
部１５６を更に備える。
【００５９】
　報知部１５６は、通信端末２からメッセージ（メール）を受信してから所定期間経過す
るまでメッセージが未読状態である場合に、報知を行う。例えば、報知部１５６は、定期
的に、携帯端末１に設けられたスピーカから音声を出力させたり、携帯端末１を振動させ
たりすることで、未読のメッセージがあることを子供に知らせる。これにより、子供は、
未読のメッセージの存在に気付くことができる。
【００６０】
　報知部１５６は、検知部１５３によって携帯端末１がユーザである子供の腕に装着され
ていないと検知された場合には、報知を中止する。すなわち、報知部１５６は、未読状態
のメッセージがあっても、携帯端末１が子供の腕に装着されていない場合（子供が報知に
気付かない場合）には、報知を行う実益性が乏しいので、スピーカからの音声出力や携帯
端末１の振動を行わない。これにより、携帯端末１の電力が無駄に消費されることを防止
できる。
【００６１】
　通知部１５５は、報知部１５６が報知を中止すると、通信端末２に通知を行う。すなわ
ち、通知部１５５は、携帯端末１が腕に装着されていない旨のメッセージと、携帯端末１
の位置情報とを、通信端末２に送信する。これにより、親は、送信したメールが未読状態
であることと、子供の位置とを把握できる。
【００６２】
　上記では、通信端末２からのメッセージ（メール）を受信した場合の報知について説明
したが、これに限定されない。例えば、通信端末２からの電話着信があった場合にも、同
様な処理を行ってもよい。すなわち、通知部１５５は、通信端末２からの電話着信から所
定時間経過するまで通信端末２に電話をしない場合には、着信があった旨の報知を行うが
、携帯端末１が腕に装着されていない場合には、前記報知を中止する。
【００６３】
　第２の実施形態によれば、通信端末２からのメッセージの受信があった場合に、携帯端
末１の腕の装着の有無に基づいて、報知の有無を制御している。これにより、子供が報知
に気付く状態（携帯端末１が腕に装着されている状態）の際に報知がされることで、不必
要に報知がされることを防止できる。
【００６４】
　＜第３の実施形態＞
　第３の実施形態では、通信端末２は、親が図３に示すお出かけモードに選択した場合に
、携帯端末１との間で近距離通信を行う。例えば、親は、子供と一緒に出かける際に、子
供が迷子になることを防止するためにお出かけモードを選択する。
【００６５】
　図９は、第３の実施形態に係る通信端末２と携帯端末１の間の近距離通信を説明するた
めの図である。通信端末２は、お出かけモードの実行中に、近距離通信としてBluetooth
（登録商標）により携帯端末１と定期的に通信を行う。
【００６６】
　ところで、近距離通信は、携帯端末１と通信端末２の間の距離が大きくなると、不通と
なる。ここで、不通とは、携帯端末１から通信端末２への送信、及び通信端末２から携帯
端末１への送信の両方が、完了しない場合を指す。これにより、一方の送信のみが完了し
ない場合に不通と判定する場合に比べて、不通状態を誤検出することを防止できる。
【００６７】
　携帯端末１の通知部１５５は、近距離通信が不通になると、通信端末２に近距離通信が
不通状態である旨を通知する。これにより、通信端末２のユーザである親は、携帯端末１
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子供にメールや電話をすることで、迅速に子供と連絡が取れるようになる。
【００６８】
　図１０は、第３の実施形態に係る通信端末２の機能構成の一例を示すブロック図である
。通信端末２は、第１通信部２１と、第２通信部２２と、表示部２３と、記憶部２４と、
制御部２５とを有する。
【００６９】
　第１通信部２１は、携帯電話網Ｎ（図１）を介して携帯端末１の間で通信を行う。例え
ば、第１通信部２１は、近距離通信が不通になった場合に通知部１５５が通知する通知（
不通通知とも呼ぶ）を受信する。また、第１通信部２１は、携帯端末１が子供の腕に装着
されていない場合に通知部１５５が通知する通知（非装着通知とも呼ぶ）を受信する。
【００７０】
　第２通信部２２は、携帯端末１との間で近距離通信を行う。
　表示部２３は、例えば図３に示すモード選択画面を表示する。
　記憶部２４は、制御部２５により実行されるプログラムや、制御部２５が生成する各種
のデータを一時的に記憶している。
【００７１】
　制御部２５は、例えばＣＰＵであり、通信端末２の各部を制御する。制御部２５は、表
示部２３に表示されたモード選択画面にてお出かけモードが選択されると、お出かけモー
ドに対応した制御を行う。例えば、制御部２５は、お出かけモードを実行中に第１通信部
２１が携帯端末１から非装着通知を受信すると、お出かけモードを強制的に解除する。そ
して、制御部２５は、モードを解除した旨を、携帯端末１に通知する。これにより、第１
通信部２１が携帯端末１から不通通知を受信することが無くなる。
【００７２】
　以上、本発明を実施の形態を用いて説明したが、本発明の技術的範囲は上記実施の形態
に記載の範囲には限定されない。上記実施の形態に、多様な変更又は改良を加えることが
可能であることが当業者に明らかである。特に、装置の分散・統合の具体的な実施形態は
以上に図示するものに限られず、その全部又は一部について、種々の付加等に応じて、又
は、機能負荷に応じて、任意の単位で機能的又は物理的に分散・統合して構成することが
できる。
【符号の説明】
【００７３】
　１　　携帯端末
　２　　通信端末
　１５３　　検知部
　１５４　　取得部
　１５５　　通知部
　１５６　　報知部
　Ｓ　　通信システム
　Ｎ　　携帯電話網
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【図１】 【図２】

【図３】 【図４】
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【図５】 【図６】

【図７】 【図８】

【図９】
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【図１０】

【手続補正書】
【提出日】平成28年7月27日(2016.7.27)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　通信網を介して通信端末と通信を行う、ユーザの腕に装着可能な腕時計型の装着型端末
であって、
　前記腕に装着されているか否かを検知する検知部と、
　前記通信端末からの要求に応じた動作モードを実行する際に、前記検知部による検知を
開始させるモード実行部と、
　前記動作モードの実行中に前記検知部によって所定時間前記腕に装着されていないと検
知された場合には、前記通信端末に通知を行う通知部と、
　を備える装着型端末。
【請求項２】
　前記検知部によって前記腕に装着されていないと検知された場合に、位置情報を取得す
る取得部を更に備え、
　前記通知部は、前記取得部が取得した前記位置情報を前記通信端末に送信する、
　請求項１に記載の装着型端末。
【請求項３】
　前記通知部は、前記位置情報と共に、前記腕に装着されていない旨のメッセージを前記
通信端末に送信する、
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　請求項２に記載の装着型端末。
【請求項４】
　前記通知部は、前記腕に装着されていないと検知され、かつ前記通信端末からの電話着
信があった場合には、前記通知を行う、
　請求項１から３のいずれか１項に記載の装着型端末。
【請求項５】
　前記通知部は、前記腕に装着されていないと検知され、かつ前記通信端末からメッセー
ジを受信した場合には、前記通知を行う、
　請求項１から３のいずれか１項に記載の装着型端末。
【請求項６】
　前記通信端末からメッセージを受信してから所定期間経過するまで前記メッセージが未
読状態である場合に、報知を行う報知部を更に備え、
　前記報知部は、前記検知部によって前記腕に装着されていないと検知された場合には、
前記報知を中止する、
　請求項１から３のいずれか１項に記載の装着型端末。
【請求項７】
　前記通知部は、前記メッセージが未読状態である旨のメッセージを前記通信端末に送信
する、
　請求項６に記載の装着型端末。
【請求項８】
　前記通知部が前記通知を行ってから所定時間経過しても前記検知部によって前記腕に装
着されていないと検知された場合に、位置情報を取得する取得部を更に備え、
　前記通知部は、前記取得部が取得した前記位置情報を前記通信端末に送信する、
　請求項１から７のいずれか１項に記載の装着型端末。
【請求項９】
　前記通信端末と近距離通信が可能な通信部を更に備え、
　前記通知部は、前記通信部が前記通信端末との間で前記近距離通信が不通になった場合
に、前記腕に装着されていない旨のメッセージを前記通信端末に送信する、
　請求項１に記載の装着型端末。
【請求項１０】
　通信網を介した通信端末からの要求に応じた動作モードを実行する際に、腕時計型の装
着型端末がユーザの腕に装着されているか否かの検知を検知部に開始させるステップと、
　前記動作モードの実行中に所定時間前記腕に装着されていないと検知された場合には、
前記通信端末に通知を行うステップと、
　を備える通知方法。
【請求項１１】
　腕時計型の装着型端末が有するコンピュータに、
　通信網を介した通信端末からの要求に応じた動作モードを実行する際に、前記装着型端
末がユーザの腕に装着されているか否かの検知を検知部に開始させるステップと、
　前記動作モードの実行中に所定時間前記腕に装着されていないと検知された場合には、
前記通信端末に通知を行うステップと、
　を実行させるためのプログラム。
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